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施工効率向上プロジェクトの目的と経緯
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■施工効率向上プロジェクトの目的

工事の川上から川下にいたる一連の流れを「着手前」「工事中」「完成後」の３つの段階に分け、各段階において
受発注者がお互いに連携し、各々の責務を果たし公共工事の品質確保、生産性向上を図る。

■施工効率向上プロジェクトの経緯

平成２１年度 施工効率向上プロジェクト（北海道開発局）
平成２４年度 業務成果品質向上プロジェクト（北海道開発局）
平成２６年度 品確法、入契法、建設業法の改正、発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）
平成２８年度 政府による「働き方改革実現会議」において「働き方改革実行計画」が決定
平成２９年度 「建設工事における適正な工期設定等のガイドライン」策定（建設業の働き方改革に関する関係

省庁連絡会議（８月２８日））
北海道開発局「建設業等の働き方改革推進本部」を設置（１０月２４日）
「建設業働き方改革加速化プログラム」を策定

平成３０年度 平成３０年度北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針策定（４月２３日） 以後毎年策定中
令和 元年度 新・担い手３法（建設業法、入契法、品確法の一体的改正）の公布・施行（６月１４日）

発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）（１月３０日）
令和 ６年度 建設業の時間外労働の上限規制（４月１日）

第三次・担い手３法の成立（建設業法・入契法 ６月１４日公布、品確法等 ６月１９日公布・施行）
令和 ８年度 令和８年度北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針策定（３月３０日）

■ＰＤＣＡサイクルによる建設生産システムの向上を推進

Ｐｌａｎ ：建設業を取り巻くその時々の環境を踏まえて取組強化項目を設定
Ｄｏ ：取組項目を踏まえた工事実施
Ｃｈｅｃｋ：工事フォローアップ調査等により、受発注者に取組内容状況を確認
Ａｃｔｉｏｎ：課題などの確認・対策検討



適切
概ね
適切

計
やや

不適切
不適切 適切

概ね
適切

計
やや

不適切
不適切

適切な条件明示 42% 41% 83% 15% 2% 44% 45% 89% 9% 2%

設計内容と現場条件の一致 44% 37% 81% 17% 2% 42% 46% 88% 10% 2%

適切な工期設定 72% 23% 95% 4% 1% 68% 27% 95% 4% 1%

業務環境の改善 71% 26% 97% 2% 1% 69% 25% 94% 5% 2%

ワンデーレスポンス 62% 31% 93% 6% 1% 58% 32% 90% 8% 2%

適切な設計変更 71% 23% 94% 5% 1% 67% 26% 93% 5% 1%

書類の簡素化 75% 22% 97% 2% 1% 75% 22% 97% 1% 1%
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工事円滑化会議 61% 34% 95% 3% 2% 65% 32% 97% 2% 1%

設　問 その他

設計変更確認会議 95% 5% 0.1% 96% 4%

回答数

設　問

令和６年度 令和７年度

設　問

開催した 開催しなかった 開催した 開催しなかった

前期730工事(回収率59％)・後期832工事(回収率73％) 前期692工事(回収率56％)・後期　工事（回収率　％）

○ 令和７年10月から令和８年３月に完成する工事を対象に｢工事フォローアップ調査｣を実施

○ 調査結果（『適切』＋『概ね適切』の回答）は、「適切な条件明示」「設計内容と現場条件の一致」におい

て、令和６年度を上回る結果となり改善がみられたが８割台である。また、「業務環境の改善」「ワン

デーレスポンス」は９割台ではあるものの令和６年度を下回る結果となった。

令和７年度工事フォローアップ調査結果
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『適切』＋『概ね適切』の回答が９割以上

『適切』＋『概ね適切』の回答が８割以上

凡　例

前期692工事(回収率59％)・後期751工事(回収率64％)
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令和７年度工事フォローアップ調査 受注者からのご意見

《設計内容と現場条件の一致に求められている内容》

《設計図書（公示用設計書・特記仕様書・図面）の条件明示に求められている内容》
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工程・施工時期／制約の明示

支障物件と移設時期の明示

概数発注時の図面・数量の不足・不整合の改善

関係機関との協議状況・着手可能時期の明示

図面・数量の整合性の確保（誤記・不足の解消）
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過年度工事成果の確実な反映

仮設計画（搬入路・工事用道路）の設計精度向上

他工事・関係機関との連携や工程調整

埋設物・地盤等の現地条件の設計精度向上

現場に合った施工計画（機械能力・施工方法）の反映

N=206

N=360



令和７年度工事フォローアップ調査 受注者からのご意見
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《業務環境の改善》

・時間外の打合せや連絡はなく、依頼なども余裕をもった期間であっ

た。

・夜間工事の為、適切時間がわかりずらい。

・設計変更書類の整備時期に、時間外の携帯連絡により翌日午前中

までの提出を求められる事例が数回あった。

・平日・休日問わず工事を休工する場合、前もって事前連絡メールを

入れてあっても休日中に電話が来て仕事の依頼が来たことがあっ

た。

適切＋概ね適切が ９４％ （Ｒ６年比 －３％）【取組事項⑥】

《ワンデーレスポンス》 適切＋概ね適切が ９０％ （Ｒ６年比 －３％）

・主任監督員や担当監督員がチームとして機能した対応をしていた

だき、ワンデーレスポンスは適切に行われた。

・回答に時間を要する内容もあったが回答見込み日等を知らせてい

ただいた。

・監督員の工事理解度が低く、またそのフォローを担当する専門官も

工事を理解していないため、ワンデーでは決まらない事項があった。

・ ASP上で発議後内容を確認しているにもかかわらず、差戻しや決

済がなく放置されていた。

【取組事項⑦】

N=751

N=751



令和８年度の取組強化内容
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〇工事フォローアップ調査やｅｰラーニングの結果や北海道建設業協会との意見交換を踏まえ、以下の
取組を強化する。

働き方改革や品質確保に向けた取組が
不十分な項目や主な意見

取 組 内 容

○ 多様な働き方の実現

・ 天候による不稼働日を考慮しても、
無理なく週休２日の工程管理を行う
ことができた。（その他意見より）

・現場条件の変化により工程を都度組
み直し、工期延伸についても速やかに
認められた。 （その他意見より）

○ ４つの取組強化により多様な働き方の実現を推進

➢ 「①適正な工期設定」： 気候（猛暑対策等）を踏まえた
工期設定や資機材の納期を勘案した工期設定を行う

➢ 「⑭工事書類の簡素化」： 「工事書類の簡素化ポイント」
を活用し、資料等作成者の役割分担を明確化

○ 適切な条件明示

○ 設計内容と現場条件の一致

・ 当初条件明示されていない内容により、工程や
工事内容の変更が発生

・ 設計内容と現場の不一致により、現場着手の
遅れや工事内容の変更が発生

○ 条件明示の徹底に取り組むことで適切な条件明示、
設計内容と現場条件の一致を推進

➢ 「③条件明示の徹底」：設計書審査の各段階で、条件明
示内容や設計内容と現場条件が一致しているかを確認
また、取組が適切に行われるよう職員向けの『ｅラーニン
グ』を継続

➢ 「⑥業務環境の改善」：業務時間外の依頼・連絡につい
て工事円滑化会議の場などで受発注者で確認する

○ 業務環境の改善

➢ 「⑦ワンデーレスポンス」：監督員個人だけで対応する
のではなく、組織的に共有し対応する

※令和８年度より、週休２日の取得に要する
費用の計上等による試行は完了

・時間外の携帯連絡、翌日午前中までの提出を
求められる事が発生

○ ワンデーレスポンス
・ASPの発議が放置されていた



：重点取り組み事項

⑨現場レベルでの意見交換会
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施工効率向上プロジェクトの取組概要

6出前講座の実施（適時）

適切な設計変更の徹底
⑩設計図書の照査ガイドライン、⑪設計変更ガイドライン
⑫設計変更事例集（条件明示事例集）、⑬工事一時中止に係るガイドライン(案)

②クリティカルパスの共有による工程管理

⑥業務環境の改善
⑦ワンデーレスポンス ⑧ASPの活用

⑭工事書類の簡素化 ⑮相談窓口の設置（本局、開建）

工事円滑化会議チェックリストの活用

中東情勢に
留意した対応

多様な働き方の実現を推進



工事の性格、地域の実情、自然条件、建設労働者の休日等による不稼働日等を踏まえ、
以下に留意の上、工事施工に必要な日数を確保するなど適正な工期設定を行う。

• 準備期間と後片付け期間を含めた実工事期間であること。準備期間と後片付け期
間は、工事規模や地域の状況に応じて設定すること。

• 不稼働日は、休日（土日、祝日、年末年始休暇及び夏期休暇）、降雨日、降雪期、
出水期、猛暑日等の作業不能日数、地元関係者との協議等の必要な日数を見込
む。

• 過去に施工した同種工事の日数の状況と比較して著しく乖離がある場合は、必要
に応じて日数の見直しを行う。

• 災害復旧工事、完成時期や施工時期が限定されている工事等の制約条件のある
工事については、制約条件を踏まえて必要な工期を設定すること。このような場合
は、入札説明書及び特記仕様書等に制約条件等を明記すること。

• 資機材の納期を勘案した工期の設定を行うほか、受注者の責によらない事情によ
り納期が遅れる場合には、工期延長等により必要な工期が確保されるよう措置を
講ずるとともに、その際に必要となる経費の計上を行う。

• 工期設定の際は「直轄土木工事における適正な工期設定指針」を参考にすること。

• パーティ数は、基本１パーティで設定することとするが、工事全体の施工の効率性
や完成時期などの外的要因も考慮し、パーティ数を変更して良いものとする。

■目的
• 休日、準備期間、天候等を考慮した適正な工期設定を行うことで、工事の品質確保を

図るとともに、建設業の働き方改革として、建設現場における多様な働き方を推進

① 適正な工期設定
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◆施工当初段階において、受発注者間で工事工程のクリティカルパスと関連する未解決
課題の対応者及び対応時期について共有することをルール化（Ｈ２９年度から全工事）

◆公告時の概略工程表の明示。（通年維持工事や緊急対応工事等を除くすべての本館発注工事を対象）

課題の対応者及び対応時期について共有することをルール化（Ｈ２９年度から全工事）
◆新工種の追加、条件変更、数量変更等により工程変更が生じた際にも、「変更の実施

工程とクリティカルパスの確認・共有」を徹底する。
① 発注者が示した設計図書を踏まえ、受注者が施工計画書を作成。

② 施工計画に影響する事項がある場合には、その内容及び受発注者の責任を明確化。

③ 施工途中において受注者の責によらない工程の遅れが発生した場合には、それに
伴う必要日数について工期変更を必ず実施。

工事工程のクリティカルとなる
部分を確認し、担当者及び時
期を明確にする。

② クリティカルパスの共有による工程管理
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■目的
• 発注時に適切な設計内容及び工事実施上の前提条件を明示することで、受注者が

計画的に工事を実施する環境が整えられる。このことにより品質向上、手戻り防止が
図られるとともに、円滑な設計変更が可能となる。

• 特記仕様書にて、工事の着手時期、工事の進捗を考慮すべき要因、関連工事との
調整等、工程に影響を及ぼす事項等を確実に示すことで受注後の施工計画（労働者
確保、資機材調達計画、計画工程等）立案に寄与する。

③ 条件明示の徹底
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■留意点

• 継続（関係）工事の実施済（未実施）の内容や発注手続き時に施工中のため図面へ
の反映がされていない内容等を明示。

• 施工時期の前提（制約）条件や支障物件の有無・移設時期、未了協議の進捗状況等、
その目処を明示。

• 後から発注される関係工事の有無を確認し、影響する工事内容や工程（引渡日）等を
明示。（明示した場合は関係工事と工程調整協議を実施する）

■実施時期
設計書審査の各段階(事務所審査⇒本部審査）で、条件明示内容や設計内容と現場
条件が一致しているか確認。

■対象 ： 全工事
■条件明示の確認事項～

※eラーニングにて徹底を図る

設計変更事例集
（条件明示）

土木工事条件明示の
手引き（案）

条件明示チェックシート
（関係機関との調整内容）



■参加者
• 受注者：現場代理人、主任（監理）技術者、受注会社代表等
• 発注者：総括監督員、主任監督員（主催）、監督員、必要に応じ副所長、本部担当課
• 設計コンサルタント、地質技術者等 （この場合、従来の技術調整会議に相当）
• 必要に応じて、専門工事業者の工事円滑化会議への参加も検討する。

■実施時期
• 工事着手前および新工種発生時、受注者からの開催依頼時等。
（必要に応じて複数回の開催や現地での開催）

• 初回は現地調査終了後など、工事内容を踏まえて適宜判断する。

■対象 ： 全工事 （関係工事
（注）

をまとめて、複数工事での開催も可能）

■目的
• 工事着手前および新工種の追加等において、受発注者が現場条件、施工計画、

工事工程等について確認し、円滑な工事の実施を図る。

（注）関係工事とは、現場条件の情報共有が必要な工事を指しており、関係
工事の例として、改良工事、舗装工事、電気工事等が同一区間に複数
存在する場合等である。

④ 工事円滑化会議
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⑤ 設計変更確認会議

■確認事項
①設計変更内容（設計変更対象項目、対象数量等）
②技術提案（総合評価落札方式）の履行確認
③工事書類（電子納品、検査方法等）～二重納品防止

■参加者
受注者：現場代理人、受注会社代表等
発注者：総括監督員、主任監督員（主催）、監督員、
必要に応じ副所長、本部担当課

■実施時期
工期末の１ヶ月半～２ヶ月前を基本とするが、設計変更や施工方法の変更に
よる数量等が確定する段階等、受発注者の協議により必要に応じ複数回開催、
現地での開催。

■対象 ： 全工事
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■目的
• 工事完成前に、設計変更手続きや工事完成検査が円滑に行われるよう、設計変更

内容、技術提案の履行状況、工事書類の簡素化等について、受注者と発注者が
確認共有する。



■目的

• 工事を円滑かつ効率的に進めるため、受発注者間における仕事の進め方として、
ワンデーレスポンス・ＡＳＰを推進しているが、これに加え、計画的に工事を履行し
つつ、非効率なやり方の業務環境等を改善し、より一層、魅力ある仕事、現場の
創造に努める。

■実施内容（緊急対応等の場合は除く）
工事着手時に行う工事円滑化会議の場などで受発注者で必ず確認する
①依頼日・時間及び期限に関すること

業務時間外の依頼はしない。
定時退庁日、休前日における１５時以降の依頼はしない。
依頼の期限日は十分な時間的余裕をもって行うこと。
休日明け日（月曜日等）を依頼の期限日としない。
定時退庁日、休前日の依頼の期限日は、２日後（休日を除く）以降とする。

②会議・打合せに関すること
業務時間外にかかるおそれのある１６時以降開始の打合せは設定をしない。

③業務時間外の連絡に関すること
業務時間外の連絡は行わない。
受発注者の現場閉所日を情報共有し、現場閉所日には連絡を行わない
（メールも含む）

■対象工事
・全工事 （緊急対応等の場合は除く）

■留意点
・受注者によって現場閉所日などが異なることから、柔軟に取組むこと。
・工事の進捗に差し支えないよう、工事工程のクリティカルパスの確認・共有を適切に実施すること。

⑥ 業務環境の改善（「ウィークリースタンス」の実施）

12

金

提出作業期間確保

月 火 水 木

依頼

金 土 日 月

依頼 提出

休日明け日（月曜日等）を依頼の期限日としない

昼休みや１６時以降開始の打合せをしない

業務時間外（現場閉所日）に連絡を行わない



⑦ ワンデーレスポンス
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■目的
• 工事現場では、発注者の意志決定を必要とする様々な事象が発生する。対応が遅れ、

受注者側に待ち時間が生じ、実働工期が短くなると受注者に過度な負担をかけること
になり、工事の品質等にも影響が及ぶことになる。このため、意志決定を迅速に行うこ
とで「現場を待たせない」「速やかに回答する」という対応を組織的、システム的なもの
とし工事現場における生産性の向上を図る。

■対象：全工事

■実施方法
• 受注者は工事施工中に問題が発生した場合は、監督職員への質問、指示、依頼と

併せて、作業内容や工程等を検討して、いつまでに回答が必要かを、速やかに文書
にて監督職員へ報告する。

• 受注者からの質問への回答は、基本的には「その日のうちに」行う。
即日回答が困難な場合は「回答期限」を確認し、次の段取りができるようにする。

○日々の打ち合わせ協議は、ＡＳＰの活用により決裁の迅速化、情報共有化を図る。
○監督員個人だけで対応するのではなく、組織的に共有し対応することが重要。
○総括監督員までの情報共有及び意思決定の迅速化と本部と事務所の迅速な連携に

心がける。



⑧ 情報共有システム（ＡＳＰ）の活用
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■目的
• 工事中における受発注者間の施工プロセスに関する様々な情報を共有し、日々の

打合せ・協議を円滑にすることで施工の効率化を図る。
• ワークフロー機能（電子決裁機能）による書類の電子化により、情報の共有および

決裁の迅速化、ワンデーレスポンス化を図る。

■方針
• 河川、道路部門は平成２７年度から本格運用。通信環境が整っている工事は、原則

全ての工事が対象。
• 農業部門は、平成３１年から本格運用。通信環境が整っている工事は、原則全ての

工事が対象。

※《港湾・空港部門》は独自システムで全国展開済み。原則全ての工事が対象。

○工事円滑化会議等の議事録、週間工程表などを、ＡＳＰにより受発注者間で供覧し、

情報共有を図る。

○ＡＳＰにより電子化した書類は、完成検査時においても電子検査で活用することとし、
検査のために紙を印刷することはしない。



⑨ 現場レベルでの意見交換会
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■目的
• 現場レベル（事務所、開建担当課等の単位）における受注者との意見交換会を開催し、

受発注者間のコミュニケーションを活性化をさせ、協議の円滑化を図る。

○受発注者間で対等の立場で意見が出せる関係づくりから、生産性の向上を図る。

■参加者
• 事務所担当係長（または専門官）と現場代理人は必ず出席すること。

受発注者間で出席者のレベルを調整し、受注者本社及び事務所課長や所長、開建
本部の担当者も適宜出席すること。

■実施方法
• 受注者の意見、要望、苦情を聞くことを中心として現場レベルで開催。
• 受注者側が事前に意見をとりまとめるなど、受注者が忌憚のない意見を出すことが

出来る環境に配慮する。また、あまり大人数にならないように課ごとで開催するなど
開催規模を工夫すること。

○開催にあたっては、安全パトロールの機会を利用するなど、受発注者の時間的拘束を
少なくするよう配慮すること。

○これまでも「受発注者間のコミュニケーション向上」を目的とした意見交換会を実施して
いる現場については、改めて趣旨を明確にし、継続して取り組むこと。



⑩ 「設計図書の照査ガイドライン」

受注者には「設計図書の照査」が義務づけられている。
以下の場合、必要に応じ工期又は請負代金額を変更する必要がある。

①「設計図書と工事現場の不一致、設計図書の誤謬又は脱漏、予期し得ない施工条件
等が認められた場合」

②「発注者の意図による事情変更により設計図書が変更又は訂正された場合」

■受注者が実施する「設計図書の照査」の項目及び内容
受注者は、工事請負契約書及び工事仕様書に基づいて設計照査を行うこととなるが、
具体的には、「チェックリスト」「設計図書の照査要領」の照査項目を実施する。

①照査対象「有」「無」にチェックを入れるが、「無」の場合でもチェックリストから項目を
削除しないこと。

②照査完了時に、照査実施欄にチェックと日付を記入する。
③該当事実が「有」の場合は、監督職員がその事実を確認出来る資料をチェックリスト

とともに提出する。
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■設計図書の照査ガイドライン（平成２７年９月）
• 工事請負契約書第１８条（条件変更等）および工事仕様書における「設計図書の照査」

についての基本的な考え方や照査の範囲を明示し、円滑な請負契約の執行に資する
ことを目的として作成。



○設計図書の内容と実際の現場が異なる事実を発見したら、工事着手前に受注者から
監督職員へ、その旨通知することから設計変更協議が開始。

○工事中における設計変更等を円滑に進めていくためには、受発注者双方が第１８条
から第２４条について理解することが重要。工事円滑化会議等で活用すること。

■以下のような場合においては、原則として設計変更できない。
（ただし、災害時等緊急の場合はこの限りではない。）
• 設計図書に条件明示のない事項において、発注者と「協議」を行わず受注者が独自に判断して

施工を実施した場合。
• 発注者と「協議」をしているが、協議の回答がない時点で施工を実施した場合。
• 「承諾」で施工した場合。
• 工事請負契約書（第１８条～２５条）・仕様書（１－１－１－１４～１６）に定められている所定の

手続きを経ていない場合。
• 正式な書面（様式第９号等）によらない事項（口頭のみの指示・協議等）の場合。
• 「特別契約書」に記載されている施工計画等で受注者の責により履行する必要がある場合。

設計変更が不可能なケース

⑪ 「設計変更ガイドライン」
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■設計変更ガイドライン（平成２７年９月（令和２年１０月一部改定））
• 工事請負契約書第１８条（条件変更等）の第１項から第５項に示された、設計図書の

変更の進め方について、具体例やフローを示して解説。設計変更の円滑化を目的と
して作成。



⑪ 「設計変更ガイドライン」
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■以下のような場合においては、所定の手続きを踏むことにより、

設計変更が可能である。
• 仮設（任意仮設を含む）において、条件明示の有無にかかわらず、当初発注時点で予期し得なかった

状況が現場で確認された場合。
• 当初発注時点で想定している工事着手時期に、受注者の責によらず工事着手出来ない場合。
• 所定の手続き（協議等）を行い、発注者の「指示」によるもの。

（「協議」の結果として、軽微なものは金額の変更を行わない場合もある）
• 受注者が行うべき「設計図書の照査」の範囲を超える作業を実施する場合。

（「設計図書の照査」の範囲を超える作業については、Ｐ１８を参照）
• 受注者の責によらない工期の延期・短縮を行う場合で、協議により必要があると認められる場合。

■ただし、設計変更にあたっては、下記事項に留意し、受注者へ指示する。
• 当初設計の考え方や設計条件を再確認した上で、「協議」にあたる。
• 当該事業（工事）での変更の必要性を明確にし、設計変更は契約書第１９条に基づき書面で行う。

（規格の妥当性、変更対応の妥当性（別途発注ではないか）等）
• 設計変更に伴う契約変更の手続きは、その必要が生じた都度、遅滞なく行うものとする。

設計変更が可能なケース



工事請負契約書第１８条１項第１号～第５号に該当する事実を発見受注者 発注者

受注者:立会 発注者:直ちに調査の実施

【第１８条第２項】

通知し確認を請求

【第１８条第１項】

受注者の意見を聴いて調査結果をとりまとめ意見【第１８条第３項】

１４日以内（受注者の意見を聴いた上で期
間延長可）にその結果を受注者に通知（と
るべき措置がある場合、当該指示を含む）

受理

必要があると認められるときは、設計図書
の訂正又は変更を行う（訂正：第１号、変
更：第２号）

設計図書の変更を行うが、工事目的物の
変更を伴わないものについて受発注者協
議（第３号）

変更内容・根拠の明確化、
変更設計図書（数量計算書等）の作成

必要があると認められるときは、工期若し
くは請負代金の変更を行う

協議 ①工期の変更（第２４条）②請負代金額の変更（第２５条）

【第１８条第４項】

【第１８条第５項】

工事円滑化会議を活用

基本的に発注者の役割となっているが、受注
者に依頼する場合は、受発注者協議の上、受
注者の過度な負担とならないよう配慮しつつ、
実態に合わせて契約変更すること。

⑪ 「設計変更ガイドライン」

19

設計変更手続きフロー



⑫ 設計変更事例集

■目的
• 設計変更を円滑に行うため、関係団体（日本建設業連合会、日本道路建設業協会、

北海道建設業協会、北海道舗装事業協会、北海道土地改良建設協会、北海道港湾
空港建設協会）からの協力を得て、具体的な事例に基づき一問一答方式で事例集を
作成し、開発局ホームページにて公表。

設計変更事例集の中で条件明示方法について、不適切な例と本来行うべき対応を掲載
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■工事一時中止に係るガイドライン（平成２８年４月(令和２年10月一部改定)）
• 各種協議や工事用地の確保が未了な状態で発注を行った工事や工事の施工途中で

受注者の責に帰することが出来ない事由により施工が出来なくなった工事について、
受発注者が工事一時中止の適正な対応を行うことを目的としてガイドラインを作成。

⑬ 工事一時中止に係るガイドライン（案）

21



⑭ 工事書類の簡素化
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■工事書類簡素化のポイント（令和８年３月一部改訂）
• 「超勤縮減のためには、工事関係書類の簡素化が必要」との業界団体の声を受け、

工事書類の簡素化方法や削減可能な工事書類の紹介、資料等作成者の役割分担を
明確化等を盛り込んだ、『工事書類簡素化のポイント』を作成。

• リーフレットを受発注者の隅々まで展開し、工事の円滑な施工と受発注者双方の働き
方改革推進を図る。

・冊子化して各種会議
や事務所で配布

・受発注者双方が所持

「工事書類簡素化のポイント」

HP掲載箇所

展開・利用

簡素化できるのに

作成指示があった
不適切な内容は
吹き出しや文字を
強調して明示

質問の多い施工
体制台帳に関する
記載を追記

（台帳の構成につ
いて詳細を記載）

Q.

A.

書類限定検査の必要書類とされている施工体制台帳（下請引取検査書類を含む）について、下請引取検査書類とは何を作成すればよいのか

　新たに検査書類として作成する必要はございません。実際に下請引取検査に使用した書類となりますので、様式等の定めもございません。

検査に関するＱ&A
を追記

（施工体制台帳の
検査時必要書類に
ついて記載）

工事書類簡素化のポイ
ントを盛り込んだリーフ
レットを受発注者の隅々
まで展開

を作成



○相談された内容について、相談者（会社・個人）に不利益を生じることはありません。

⑮ 相談窓口の設置

■目的
• 工事成果の品質確保を図るため、工事の受注者からの相談窓口を設置。
• 現場で監督職員等と直接コミュニケーションを取ることを取組強化しているところであ

るが、それでも直接相談しづらいことや、工事完了後の相談等があれば、相談窓口を
活用。

• 2024年4月から建設業に時間外労働の上限規制が適用されることを踏まえ、受注者
等からの相談窓口を拡大し、 「建設業の時間外労働」に関する相談にも対応。
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拡 大

実 施 内 容
対 応 者

対 応 方 法

「苦情」、「問い合わせ」
本局：工事管理課、技術管理課
各開発建設部：技術管理官
「面談」

「建設業の時間外労働・相談」、
「苦情」、「問い合わせ」
本局：工事管理課、技術管理課
各開発建設部：技術管理官
「面談」、「電話」、「メール」

実 施 内 容

対 応 者

対 応 方 法

HP掲載箇所

※北海道開発局のHPにて案内しております



Ｒ７工事フォローアップ調査（前期）での受注者からのご意見【参考】

24

《設計内容と現場条件の一致》

・関係機関との協議成立見込み時期や支障物件の移設時期が記載

されており、工程計画に役に立った。

・ 「その他特記事項」に現場固有の施工条件が記載されていたため、

施工計画の立案に役立った。

・猛禽類などの影響で現場乗り込み時期に制約があるなど、特記事

項に記載してほしかった。

・特記仕様書に支障となる電柱の記載がなく、数ヵ月工事ができない

状況であった。

・設計内容は適切であり、特記記載の概数や変更見込もほぼ合って

いた。

・現場搬入路の計画が参考図で示されていて、適切であった。

・埋設物が設計に反映されていないものが多く、設計通りの施工が

困難であった。また、現地の既設物の調査も不足しており、照査・

検討に時間を要した。

・過年度工事の成果が反映されておらず、施工上の制約も明示され

ていない。

適切＋概ね適切が ８９％ （Ｒ６年比 ＋６％）

適切＋概ね適切が ８８％ （Ｒ６年比 ＋７％ ）

《適切な条件明示》

N=692

N=692



・時間外の打合せや連絡はなく、依頼なども余裕をもった期間であっ

た。

・夜間工事の為、適切時間がわかりずらい。

・設計変更書類の整備時期に、時間外の携帯連絡により翌日午前中

までの提出を求められる事例が数回あった。

・平日・休日問わず工事を休工する場合、前もって事前連絡メールを

入れてあっても休日中に電話が来て仕事の依頼が来たことがあっ

た。

Ｒ７工事フォローアップ調査（後期）での受注者からのご意見【参考】
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《適切な工期設定》

・3月に発注して頂き、5月から本工事を着工できたため、特に土工事

を良い時期（６～９月）に施工できた。

・ICT施工を計画実施したが、準備期間が特記に記載されている60日

間では十分ではない。ICTを活用することになるとデータ作成に時間

がかかる。

・発注時期が夏頃で年度内工期であったため現場施工が冬季に集

中し余裕がなかった。

《業務環境の改善》 適切＋概ね適切が ９４％ （Ｒ６年比 －３％）

適切＋概ね適切が ９５％ （Ｒ６年比 ±０％）【取組事項①】

【取組事項⑥】

N=751

N=751



Ｒ７工事フォローアップ調査（後期）での受注者からのご意見【参考】
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《ワンデーレスポンス》 適切＋概ね適切が ９０％ （Ｒ６年比 －３％）

・主任監督員や担当監督員がチームとして機能した対応をしていた

だき、ワンデーレスポンスは適切に行われた。

・回答に時間を要する内容もあったが回答見込み日等を知らせてい

ただいた。

・監督員の工事理解度が低く、またそのフォローを担当する専門官も

工事を理解していないため、ワンデーでは決まらない事項があった。

・ ASP上で発議後内容を確認しているにもかかわらず、差戻しや決

済がなく放置されていた。

【取組事項⑦】

《適切な設計変更》

・変更内容は監督員と協議を行っていた他、抜け落ち等がないかの確

認を所内で行っていただき適切に対応してもらえた。

・歩掛にない内容について計上してもらうことが困難だった。計上して

もらえなかった。

・発注者指定のBIMCIM活用工事で、事前協議で計画書を提出し、推

奨項目の活用を何点か行ったが、他工事では活用していないとのこ

とで、実施後に於いても変更計上されなかった。

・設変会議の前日に、最終の見積参考資料がきた。

適切＋概ね適切が ９４％ （Ｒ６年比 ±０％）

N=751

N=751



Ｒ７工事フォローアップ調査（後期）での受注者からのご意見【参考】
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《書類の簡素化》 適切＋概ね適切が ９８％ （Ｒ６年比 ＋１％）

・書類の簡素化のポイント以外の書類について作成しないよう、発注

者側からの指導もあり、簡素化を適切に実施できた。

・本工事において、2重納品になるであろう事案があったが、監督員に

説明し対応した。監督員が簡素化についての理解ができていないよ

うに思える。本部からの依頼もあったようだが、本部側の理解も薄い

のではないか。

・曖昧な記載のため受注者と発注者との差異が感じられた。

・工事書類簡素化のポイントが監督員に周知されておらず「念の為」と

いう理由で以前と同様の写真撮影等になっている。

【取組事項⑭】

《「工事書類簡素化のポイント」》

・施工体制台帳の部分など捉え方次第で提出書類の過不足が曖昧な

ところがあった。

・私は理解していたつもりだが、人によっては解釈に相違がある。もし

文章の表現に不備があれば都度、改善していただきたい。

・道路事務所の独自ルールがありマニュアル当てはまらないことがあ

る。

・土木工事よりの記載内容かと思う。電気で当てはまる内容か不明。

とてもわかりやすい＋わかりやすいが ９８％

N=751

N=751



Ｒ７工事フォローアップ調査（前期）での受注者からのご意見【参考】
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《工事円滑化会議》

・総括監督員を含めた担当職員が全員出席し、施工者側の疑問や提

案事項と発注者の考えとの情報共有ができた。

・今年度から熱中症対策の義務化が施行され、熱中症対策による休

工日の考え方を共有できた。

・開催はされたが、確認したい事についての回答が曖昧でどうしたら

いいのかわからない状態であった。

《技術調整会議》

・コンサルからの技術指導もあり、工事の重要点が理解でき、機能し

た。

・施工方法の変更に伴い開催されたため、疑問点等を確認できた。

・業務成果品の不明点をコンサルに直接確認でき、設計の趣旨が理

解できた。

・コンサルの考えが現実的ではなかったため、あまり機能しなかった。

機能＋概ね機能が ９５％ （Ｒ６年比 ＋３％）

機能＋概ね機能が ９７％ （Ｒ６年比 ＋２％）

N=692

N=692



Ｒ７工事フォローアップ調査（後期）での受注者からのご意見【参考】
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《設計変更確認会議》

《意見交換会》

・所長はじめ、なかなか話をする機会が無い方たちと意見交換ができ

たので、大変よかった。

・発注者と現場代理人の間の意見交換会は実施できたが、次の段階

としてメーカーを含んだ意見交換会を実施してみてもいいと感じた。

メーカーの対応に苦慮している関係者はいると思う。

・安全連絡協議会があって隣接工事の取組みなども見れてとても良

かったが、その会の会長はとても仕事の負担が多いと思った（発注

者・各受注者への連絡、書類の作成など）。若い人もやりたくないと

言っていた。担い手不足に影響がでる。

適切＋概ね適切が ９４％ （Ｒ６年比 ±０％）

開催したが ５６％

・問題なく開催され、WEB対応だったので良かった。

・工期末ギリギリまでとはいかないいが、もう少し早くだと作業がス

ムーズに行えたのではと思った。

・工事自体は早く終わっているが変更数量が固まるのが遅く、工期末

ギリギリに開催された。

・変更数量がまだ変化することが予想される時期に開催されたため、

会議終了後も設計変更書類の作成があった。

【取組事項⑨】

N=751

N=751



Ｒ７工事フォローアップ調査（後期）での受注者からのご意見【参考】
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《役割の明確化》

・他のマニュアルが多く把握しきれなかったが、最後に良さがわかった。

工事における納品書類を早くわかっていれば、なお良かった。

・いる書類いらないものをはっきりしてもらえたらありがたい。

・監督員の依頼内容が明確な表現がなかった。

・当初より工事図面・数量が概数であり、詳細設計データの資料を参

照して図面作成・設計数量の作成を請負者がすべて行った。

明確にできたが ９８％

受注者の取組

《月単位での４週８休達成のために必要なこと》《週休２日の達成状況》

発注者の取組

週休2日 完全週休2日（土日）を達成

週休2日 月単位での4週8休を達成

週休2日 工期全体で4週8休を達成

週休2日 工期全体で4週8休を未達成

週休2日交替制 4週8休を達成

N=751

N=750

（対象外の回答が1件あった）



第三次・担い手３法（全体像）【参考】
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別添①別添②



第三次・担い手３法（建設業法・公共工事入札適正化法の改正）【参考】
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別添① 建設業法・公共工事入札適正化法の改正 令和6年6月 7日成立
令和6年6月14日公布



第三次・担い手３法（公共工事品質確保法等の改正） 【参考】
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別添② 公共工事品質確保法等の改正



令和８年度 北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針【参考】
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・各種国債の活用等による第４四半期に集中している履行期限の分散化による業務平準化を実施。

【第４四半期履行期限35％以下を目標に取組】

⑥働き方改革対応相談窓口等
・北海道開発局発注の工事や業務に関する問い合わせ窓口を、本局および各開発建設部に設置し

ＨＰにて公表。

・建設業フォローアップ相談ダイヤル等により、建設業に関する総合的な相談を受付。

＜取組-1＞ i-Construction2.0の推進

＜取組-2＞ デジタル人材育成の推進

＜取組-3＞ 北海道開発局独自の技術開発・活用促進

『令和８年度北海道開発局インフラDX・i-Constructionアクションプラン』より

取組Ⅰ-1 多様な働き方改革の実現に向けた取組

①地域の実情を踏まえた多様な働き方の実現
・完全週休２日(土日)工事及び完全週休２日交替制適用工事、土曜閉所の取組(※)を継続すると

ともに気候（猛暑対策等）を踏まえた働き方を実施。【※対象：河川、道路、農業、電気通信及び機械設備工事】

・工事円滑化会議にて受発注者による工事工程やクリティカルパスの確認、共有を徹底。

②工事、業務における労働環境改善
・勤務時間外作業を避けるため「ウィークリースタンス」の徹底。

1)依頼日・時間及び期限に関すること 2)会議・打合せに関すること 3)業務時間外の連絡に関するこ

とを標準項目とし、工事共通仕様書、施工効率向上プロジェクト、「業務成果」品質向上プロジェクト等

を通じて周知徹底を図り現場環境改善を推進。

・「適切な条件明示」「設計内容と現場条件の一致」の取組を重点的に推進。

③受注業者の書類作成業務のさらなる負担軽減
・「工事書類の簡素化のポイント」を活用した、受発注者の書類の明確化による負担軽減。

・書類限定検査による検査の効率化、工事書類統一化による負担軽減。

④適正な工期設定
・余裕期間制度の積極的な活用や条件明示の徹底、適切な設計変更を徹底し、適正な工期設定を

確実に実施。

・公告時の概略工程表の明示。【対象：通年維持工事や緊急対応工事等を除く全ての本官発注工事を対象】

⑤施工時期、履行期限の平準化
・各種国債を活用等による早期発注を行い工事の施工時期の平準化を実施。

【新・全国統一指標の4月～6月稼働件数の0.8を目標に取組】

＜取組Ⅱ＞ インフラDXの推進

＜取組Ⅰ＞ 他産業と遜色ない建設業の働き方改革の実現

①改正建設業法等の周知・建設Ｇメンによる実地調査等
・改正建設業法等の周知、同法に基づく指導監督

・「労務費に関する基準」の実効性確保の推進

②ＩＣＴを活用した生産性の向上
・ＩＣＴ指針・ＩＣＴ事例集の周知

・ＩＣＴ導入に係る補助金の活用

③地方自治体における入札契約適正化の推進
・週休２日制度の導入推進のキャラバン

・入札契約に関する市町村ヒアリング

＜取組Ⅰ-3＞第三次担い手３法改正に対応した取組

①担い手の中長期的な育成・確保
・北海道建設産業担い手確保・育成推進協議会と連携して、

各取組を効果的に推進。
・現場見学会やインターンシップ等の開催、HPやSNS等による動画配信

、

広報や体験の機会を通じた建設現場の魅力発信を推進。

・若手、女性の登用のための各種試行を継続。

・建設キャリアアップシステムの普及を促進。

②地域の実情を踏まえた多様な働き方の実現（再掲）

取組Ⅰ-2 担い手確保に向けた取組



中東情勢による工事への影響と対応について

原油価格をはじめとするエネルギーコストや原材料費の上昇による事業者の収益圧迫が懸念されている状況です。
原材料費、エネルギーコスト等の取引価格を反映した適正な請負代金の設定や納期の実態を踏まえた適正な工期の確保を
図るため、契約締結後に受注者から工事請負契約書第26条(スライド条項)、および第22条(受注者による工期の延長)等の
協議の申し出があった場合には適切に協議します。
また、出来高部分払方式の書類の簡素化や建設資材の流通状況を踏まえた設計変更などの対応も行います。
1.単品スライド

本省HP：https://www.mlit.go.jp/tec/tec_fr_000105.html

2.納品遅延による関連工事との工程調整・
工期の延伸・一時中止

工事請負契約書第２０条 工事の中止
工事請負契約書第２２条 受注者の請求による工期の延長
工事請負契約書第２４条 工期の変更方法
工事請負契約書第２５条 請負代金の変更方法等

資機材の納期を勘案した工期の設定を行うほか、受注者の責に
よらない事情により資機材の納期が遅れる場合には、工期延長
等により必要な工期が確保されるよう措置を講ずるとともに、その
際に必要となる経費の計上を行います。

入契法第13条第2項に基づき資材価格の高騰等の理由で受注
者から契約変更の協議の申し出があった場合には、公共発注者
は誠実に協議します。

4.建設資材の流通状況を踏まえた設計変更

本省HP：
https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_001337.html

運用:購入価格が適当な金額であることを証明する書類を提出した場合

は、「実際の購入価格」の方が「購入した月の物価資料の単価より」
高い場合であっても、「実際の購入価格」を用いて請負代金額を変
更することを可能としています。

工事請負契約書第２６条
賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更

3.出来高部分払方式(書類の簡素化)
・中間前払金の認定資料→履行報告書もって足りる

・既済部分検査→中間技術検査結果をもって既済部分検査結果とみなす

5.個別工事に関する窓口
北海道開発局HP：
https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/koujikanri/u23dsn0000000rsr.html

受注者が安心して受注・施工できる環境を整備する観点から、ナフサを
由来とする建設資材について、代替資材の調達や流通経路の見直し等、
受発注者間協議の上で設計変更する運用を行います。

代替資材や流通経路の見直しなどにより設計変更


